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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づ
き、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子
提供措置事項記載書面）への記載を省略しております。

第27期定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項

①　連結計算書類の「連結注記表」
②　計算書類の「個別注記表」

第27期（2024年１月１日から2024年12月31日まで）

ユミルリンク株式会社
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連結注記表

建物 10年～50年
工具、器具及び備品 4年～8年

連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況

・連結子会社の数 1社
・連結子会社の名称 株式会社ROC

株式会社ROCについては、当連結会計年度において新たに株式を取得したことにより、連結子会社に
含めております。

(2) 持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　株式会社ROCの決算日は10月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類
を使用しております。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行って
おります。

(4) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 棚卸資産
・原材料 移動平均法による原価法

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、1981年４月１日以降に取得した建
物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物
附属設備は定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

ロ. 無形固定資産（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

－ 1 －
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連結注記表

③ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

④ のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、効果の発現する期間を合理的に見積もり、当該期間に渡り均等に償却してお

ります。なお、株式会社ROCの取得に係るのれんの償却期間は5年であり、翌連結会計年度より均等償却
の開始を予定しております。

⑤ 収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務
を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

サービス提供種別（収益）については、利用開始時の初期設定売上（スポット型収益）及び毎月のサ
ービス利用売上（ストック型収益）に分けられます。

スポット型収益：主にCuenote SaaSの初期設定（初期利用登録、カスタマイズ、セキュリティ証明書
などの取得代行）及びソフトウエアライセンスの提供（オンプレミス）を行っています。設定等が完了し
た時点で履行義務が充足されるため、収益を認識しております。

ストック型収益：メッセージ配信サービス等の利用契約に基づいてサービス提供を行っています。サー
ビスの提供が完了し、かつ、対価が成立したと判断される時点で支配が移転し、履行義務が充足されるた
め、収益を認識しております。

2. 会計上の見積りに関する注記
のれんの評価

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
のれん                                                                  108,163千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
のれんは、当社が当連結会計年度においてSNSソリューション事業を行う株式会社ROCの株式の90%を

取得し、連結子会社化した際に発生したものであります。
当該のれんについては、取得原価のうち、のれんに配分された金額が相対的に多額であるとして、減損の

兆候が存在すると判断しましたが、割引前将来キャッシュ・フローがのれん及び同子会社に係る固定資産の
帳簿価額を上回っているため、減損損失の認識は不要と判断しております。

ただし、当該割引前将来キャッシュ・フローは、同子会社が策定した事業計画に基づいて見積られてお
り、当該事業計画には、企業グループのシナジーを活用した顧客との接点数や契約成約率等、SNSサービス
向け新規顧客の成約数増加による売上増加が仮定として含まれております。これらの仮定は、経営者による
最善の見積りにより決定しておりますが、将来の不確実な市場環境等の変化により、当該見積りの前提とな

－ 2 －
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連結注記表

有形固定資産の減価償却累計額 518,558千円

普通株式 3,892,600株

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2025年２月21日
臨 時 取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 210,746 55 2024年12月31日 2025年3月28日

る仮定に変更が生じた場合、翌連結会計年度の連結計算書類におけるのれんの金額に重要な影響を与える可
能性があります。

3. 連結貸借対照表に関する注記

4. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

(2) 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

該当事項はありません。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

5. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、事業活動を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金は主として自己資金で充
足しております。

また、一時的な余資の運用は短期的な預金等に限定しております。なお、デリバティブ取引は行わない
方針であります。
② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。営業債務である買掛金及び未払金
は、２か月以内の支払期日であります。

敷金及び保証金については、差入先の信用リスクに晒されております。
③ 金融商品に係るリスク管理体制
a. 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、与信管理規程に従い、営業債権について、営業部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリン
グし、経理部が取引相手ごとに期日及び残高を報告連携することにより、財務状況等の悪化等による回収
懸念の早期把握や軽減を図っております。

b. 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

－ 3 －
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連結注記表

連結貸借対照表計上額(＊) 時　　　  価(＊) 差 額

① 敷 金 及 び 保 証 金 89,576千円 87,401千円 △2,174千円

② 長 期 借 入 金
（１年内返済予定の長期借入金を含む） （59,081） （58,863） △218

当社は、原則として必要資金は自己資金により賄っており、すべて現預金として保有し、手許流動性を
維持、管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価格が変動することもあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2024年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであり
ます。なお、現金は注記を省略しており、預金、売掛金、買掛金及び未払金は短期間で決済されるため時価
が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（＊）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時
価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算
定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

該当事項はありません。

－ 4 －
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連結注記表

区 分
時 価

レ ベ ル １ レ ベ ル ２ レ ベ ル ３ 合 計

敷 金 及 び 保 証 金 －千円 87,401千円 －千円 87,401千円

長 期 借 入 金 － 58,863 － 58,863

合計

 一時点で移転される財又はサービス
 一定の期間にわたり移転される財又はサービス

76,950
2,592,520

 顧客との契約から生じる収益 2,669,470
 その他の収益 ―
 外部顧客への売上高 2,669,470

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
敷金及び保証金
　敷金及び保証金の時価は、将来キャッシュ・フローを期末から返還までの見積り期間に基づき、国債の
利回り等適切な指標の利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しておりま
す。
長期借入金
　長期借入金は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在
価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

6. 収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

                                                                                                                          （単位：千円）

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関

する注記等(4)会計方針に関する事項⑤収益及び費用の計上基準」に記載しております。

(3) 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会

－ 5 －
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連結注記表

当連結会計年度
期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 308,179 357,581
契約負債（前受金） 29,565 75,088

(1) １株当たりの純資産額 742円96銭
(2) １株当たりの当期純利益 122円60銭

計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び
時期に関する情報

顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高
契約負債は主に、サービス提供前に顧客から受け取った対価であり、連結貸借対照表上、流動負債の契約

負債（前受金）に含まれております。顧客との契約から生じた債権及び契約負債（前受金）は以下のとおり
です。

（単位：千円）

当連結会計年度に認識された収益のうち、期首時点の契約負債（前受金）に含まれていた額は、29,565
千円です。なお、当連結会計年度は連結財務諸表の初年度であるため、期首残高の数値は個別の前事業年度
の数値を記載しています。

7. １株当たり情報に関する注記

8. その他の注記
　（企業結合等関係）
取得による企業結合
(1) 企業結合の概要

①被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称　株式会社ROC
事業の内容　SNS ソリューション事業・SaaS 事業

②企業結合を行った主な理由
当社は「価値の高い情報サービスの創造と提供を通して社会に貢献し、常に期待される企業を目指

す。」という企業理念のもと、法人向けにメッセージングプラットフォーム「Cuenote(キューノート)」
を主にSaaS形式で提供しております。近年は企業における消費者とのコミュニケーション・マーケティ
ング手段が多様化しており、当社Cuenoteにおきましてもコミュニケーション手段を多様化することで
事業領域の拡大に取り組んでおります。

ROCは、2016年より法人向けにFacebookやInstagram、TikTokなどアカウント運用代行やSNS運用
改善ソフトウェアによるSaaS事業を手掛けてきた先駆者です。当社は、ROCの子会社化により、同社の

－ 6 －
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連結注記表

取得の対価     現金 73,000千円
取得原価 73,000

持つSNSマーケティングノウハウの取得やSaaSのシステム連携、両社間での相互送客など相乗効果によ
る企業価値の向上を目指してまいります。

③企業結合日
2024年９月２日（株式取得日）
2024年10月31日（みなし取得日）

④企業結合の法的形式
株式取得

⑤企業結合後企業の名称
変更ありません。

⑥取得した議決権比率
90％

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。

(2) 連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間
みなし取得日を2024年10月31日としており、かつ連結決算日との差異が３ヶ月を超えないことから

当連結会計年度においては貸借対照表のみを連結しており、被取得企業の業績は含まれておりません。
(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

(4) 主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリーに対する報酬・手数料等　14,350千円

(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
①発生したのれんの金額

108,163千円
なお、のれんの金額は、当連結会計年度末において取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算定
された金額であります。

②発生原因
今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力であります。

③償却方法及び償却期間
５年間にわたる均等償却

(6) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びに主な内訳
流動資産 45,431千円
固定資産   7,344千円
資産合計 52,775千円

－ 7 －
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連結注記表

流動負債 26,877千円
固定負債 61,061千円
負債合計 87,938千円

(7) 企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼ
す影響の概算額及びその算定方法
該当事項はありません。

－ 8 －
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個別注記表

建物 10年～50年
工具、器具及び備品 4年～8年

個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法
① 棚卸資産

・原材料 移動平均法による原価法
(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産
定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建
物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物
附属設備については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

② 無形固定資産
・自社利用ソフトウエア 社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を

充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
サービス提供種別（収益）については、利用開始時の初期設定売上（スポット型収益）及び毎月のサービ

ス利用売上（ストック型収益）に分けられます。
スポット型収益：主にCuenote SaaSの初期設定（初期利用登録、カスタマイズ、セキュリティ証明書な

どの取得代行）及びソフトウエアライセンスの提供（オンプレミス）を行っています。設定等が完了した時
点で履行義務が充足されるため、収益を認識しております。

ストック型収益：メッセージ配信サービス等の利用契約に基づいてサービス提供を行っています。サービ
スの提供が完了し、かつ、対価が成立したと判断される時点で支配が移転し、履行義務が充足されるため、
収益を認識しております。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 518,256千円

① 短期金銭債権 19,409千円
② 短期金銭債務 4,468千円

関係会社との取引高
営業取引による取引高

売上高 99,748千円
売上原価 23,755千円
販売費及び一般管理費 1,860千円

営業取引以外の取引高 200千円

2. 会計上の見積りに関する注記
関係会社株式の評価

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額
関係会社株式                                                          87,350千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社は、当事業年度において株式会社ROCの株式の90%を73,000千円で取得し、当事業年度末の貸借対

照表には、関係会社株式として当該金額に付随費用を加算した金額を計上しております。
関係会社株式は、超過収益力が毀損し、実質価額が取得原価に比して著しく下落した場合には、実質価額

まで帳簿価額を切り下げる必要がありますが、当事業年度末において超過収益力を反映した実質価額と取得
原価を比較した結果、著しい下落はないと判断し、減損処理を行っておりません。

超過収益力を反映した実質価額は、同子会社の将来の事業計画に基づいて見積もっており、当該事業計画
における仮定の内容は、「連結計算書類の注記表（会計上の見積りの注記）のれんの評価」に記載のとおり
であります。

これらの仮定は、経営者による最善の見積りにより決定しておりますが、将来の不確実な市場環境等の変
化により、当該見積りの前提となる仮定に変更が生じた場合、翌事業年度の計算書類における関係会社株式
の金額に重要な影響を与える可能性があります。

3. 貸借対照表に関する注記

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

4. 損益計算書に関する注記
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普通株式 60,837株

繰延税金資産
貸倒引当金 270千円
減価償却超過額 7,655千円
未払事業税 7,037千円
未払費用 3,635千円
未払事業所税 806千円
一括償却資産 6,770千円
貸倒損失否認 739千円
棚卸評価損否認 3,431千円
株式報酬費用 8,079千円
固定資産受贈益 2,099千円
ソフトウェア仮勘定 286千円

繰延税金資産合計 40,812千円
繰延税金資産の純額 40,812千円

5. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

6. 収益認識に関する注記
連結計算書類の（収益認識に関する注記）に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

7. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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(1) １株当たり純資産額 746円70銭
(2) １株当たり当期純利益 126円35銭

8. 関連当事者との取引に関する注記
１．関連当事者との取引

(1) 親会社及び法人主要株主等
該当事項はありません。

(2) 財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等
該当事項はありません。

(3) 子会社及び関連会社等
該当事項はありません。

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記
(1) 親会社情報

アイテック阪急阪神株式会社（非上場）
阪神電気鉄道株式会社（非上場）
阪急阪神ホールディングス株式会社（東京証券取引所に上場）

(2) 重要な関連会社の要約財務情報
該当事項はありません。

9. １株当たり情報に関する注記

10. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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